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１ 降下火砕物の大気中濃度の見直し 

  平成２８年１０月２６日、原子力規制委員会は、火山灰が大量に降った際の原

発への影響について、従来の１０倍の濃度の火山灰を想定して対策を立てるよう

電力各社に求めることを決めたとの報道がなされた（甲 B３６１，３６２）。 

  同日付の規制委の発表によれば、同月５日に行われた第３５回原子力規制委員

会において、更田委員長代理から、問題の提起があり、同月１９日に行われた第

２１回技術情報検討会において、火山灰濃度に関する新知見として、電力中央研

究所（以下「電中研」という。）や産業技術総合研究所（以下「産総研」という。）

等の最新の研究成果等が報告され、更田委員長代理から、既に設置変更許可を行

った発電用原子炉施設についても評価・確認を行うよう指摘がされたとのことで

ある。 

  そして、規制委は、今後の取組方針として、本件原発についても１９８０年の

セントヘレンズ山の噴火で得られた観測データを用いて施設の機能に対する影響

評価を行うことを事業者に求めるとした（甲 B３６４）。 

  ここで指摘されている１９８０年のセントヘレンズ山の噴火で得られた観測デ

ータとは、まさに本件仮処分において債権者らが主張してきた、約１３５ｋｍ離

れたヤキマ地区における火山灰濃度約３３，４００μｇ／㎥＝３３．４ｍｇ／㎥

を指している（甲 B３６４・別紙２スライド８枚目。以後、特に断りのない限り、

大気中濃度の単位を〔ｍｇ／㎥〕で示す）。これは、川内原発仮処分に関する福岡

高裁宮崎支部決定で「相手方の大気中濃度の想定値は少なくとも１０倍以上の過

小評価となっている疑いがある」と指摘された部分であり、規制委、またその判

断の前提となったとされる電中研が、川内原発の仮処分においてなされた住民側

の主張及び福岡高裁宮崎支部の決定を追認したということにほかならない。 

  規制委は、住民側が主張する過小評価について、１０倍の限度では認めざるを

得なかったということである。 

  そのこと自体、住民側の主張が科学的にも合理的なものであることを自ら認め
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るものであるが（規制委は「新知見」というが、セントヘレンズ山に関わるデー

タ自体は１９８０年のものであるし、住民側は鹿児島地裁に係属していた平成２

６年の段階で、既に大気中濃度の過小評価の問題を指摘していた）、しかし、宮崎

支部決定も認めているように、「１０倍」というのはあくまでも「少なく見積もっ

ても」という意味であり、それで十分という意味ではない。セントヘレンズ山の

データもそれだけでは十分な想定とは言えないし、平成２８年４月の電中研報告

等によれば、さらに数十～数百倍という過小評価が存在する可能性がある。以下、

セントヘレンズ火山に関する知見、電中研の報告及び産総研の報告の順に、これ

らの点について述べる。 

 

２ セントヘレンズ火山に関する知見 

  発表によれば、規制委は、セントヘレンズ火山噴火で得られた観測データを用

いて影響評価を行うことを事業者に求めている。 

  前述のとおり、ここでいう観測データとは、火山から約１３５ｋｍ離れたヤキ

マ地区における大気中濃度をさすが、既に債権者らが準備書面で指摘していると

おり、ヤキマ地区における火山灰層厚は５ｍｍから９ｍｍの間とされており（甲

A３５２）、規制委の判断には、その点を見落としているという過誤・欠落が存在

する。 

  すなわち、本件原発において、債務者は、１５ｃｍの降灰にまで耐えられると

しているところ、一般に、大気中濃度は降る火山灰の量が多くなれば多くなるほ

ど濃度も濃くなるのであり、５ｍｍないし９ｍｍの厚さで３３．４ｍｇ／㎥であ

る以上、１５ｃｍとなれば、それよりもはるかに濃度は濃くなる可能性があるの

である。 

  また、位置関係としても、阿蘇山から本件原発までは約１３０ｋｍ、債務者が

想定する九重山から本件原発までは約９０ｋｍ程度であり、セントヘレンズ火山

からヤキマ地区までの距離約１３５ｋｍと比較しても、セントヘレンズ火山の方
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が過大評価になるということはできない。 

  セントヘレンズ火山噴火における観測データを用いながら、最大層厚の厚さの

違いを考慮しないのは明らかな片手落ちである。これを考慮すれば、さらに十倍

～数十倍の過小評価となる可能性もあり、債務者の主張するフィルタ交換に要す

る時間よりも相当以前に非常用ディーゼル発電機の吸気フィルタが機能喪失を起

こす可能性が否定できない。そうなれば、全電源が停止しメルトダウンに至る可

能性もあるのであり、債権者らの人格権を侵害する具体的危険が存するといえる。 

 

３ 電中研報告（甲 B３６５）の内容と意義 

⑴ 電中研が平成２８年４月に発表した報告「数値シミュレーションによる降下

火山灰の輸送・堆積特性評価法の開発（その２）‐気象条件の選定法およびそ

の関東地方での堆積量・気中濃度に対する影響評価」（甲 B３６５）には、富士

山の宝永噴火を素材として、降下火砕物の大気中濃度に関するシミュレーショ

ン結果が報告されている。 

  この報告は、「大気中濃度の最大値として、横浜での１ｇｍ－３を読み取るこ

ともできる」と、横浜で、１０００ｍｇ／㎥の大気中濃度がシミュレートでき

ることを指摘している（２０頁）。 

  実に、従来のエイヤヒャトラ噴火の約３００倍、セントヘレンズ噴火と比較

しても約３０倍の大きさである。従来の手法がいかに著しい過小評価であるか、

債権者らが大げさな主張をしていたわけではないということが明白に分かると

思う。 

⑵ 富士宝永噴火は、１７０７年１２月１６日に起き、１６日程度継続したとさ

れる富士山の最新の噴火である。マグマ噴出量０．７ｋ㎥（ＶＥＩ４）とされ

る。電中研のシミュレーションの対象とされたのは、活発で短期間継続した

stage１と（継続時間６時間程度）、それに比べて穏やかではあるが長期間継続

した stage３とされる（継続時間２４時間程度。甲 B３６５・２頁）。 
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図表１（甲 B３６５・１１頁の表３ 解析ケースまとめ） 

 

  これらを火山灰の解析に用いられるＦＡＬＬ３Ｄを用いて解析したのが電中

研の研究報告であり、次頁の図表２は、富士宝永噴火に相当する噴火条件での、

河口湖（山梨）、三島（静岡）、横浜（神奈川）、千葉（千葉）、館野（茨城）、東

京（東京）及び大島（東京）の７地点における地表面欽慕王での降下火山灰の

気中濃度の経時変化を示した甲 B３６５・２３頁の図２２を転載したものであ

る。 

  規制委が指摘するのは、このうちの横浜（神奈川）における気中濃度につい

て、caseH02、すなわち宝永噴火 stage１の冬季代表値を用いた解析の中で、

１００ｇｒｍ－３、すなわち、約１０００ｍｇ／㎥という解析結果が示された、

という点である。横浜では、caseH06、すなわち宝永噴火 stage３の夏季代表

値を用いた解析でも、７２０分経過前後から、１００～１０００ｍｇ／㎥を読

み取ることができる。 

  ちなみに、富士山から横浜までの距離は、約８５ｋｍ程度であり（甲 B３６

６）、本件原発と九重山との距離とほぼ同等である。甲 B３６６は、債権者ら代

理人がインターネット上の半径描画サイト 

（http://www.cloudwoods.jp/hankei/pc/）を用いて富士山からの距離を調査した

ものであり、赤色の円が半径８５ｋｍの円を、緑色の円が半径１３０ｋｍの円
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を示している（千葉は約１３０ｋｍということになる）。 

 

図表２（甲 B３６５・２３頁の図２２ 富士山宝永噴火相当条件での降灰濃度（地面近傍）の時間変化 ） 
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⑶ これを受けた規制委の発表（１０月１９日の第２１回技術情報検討会で検討

された資料）でも、下図表３のとおり、「平成２８年４月（参考１）において、

富士宝永噴火における横浜（降灰実績１６ｃｍ程度）での火山灰濃度のシミュ

レーション結果は最大１００ｍｇ～１０００ｍｇ／㎥」とされている（甲 B３

６４・別紙２スライド２枚目）。 

  横浜での降灰厚さが１６ｃｍ程度だとすれば、ちょうど本件原発に１５ｃｍ

程度の灰が降った場合の大気中濃度と類似した結果といってよい。そうすると、

本件原発においても、１０００ｍｇ／㎥を想定しなければ、降下火砕物に対し

て非常用ディーゼル発電機の健全性が維持されるとはいえず、仮にセントヘレ

ンズ火山の噴火を考慮したとしても、なお３０倍近い過小評価ということとな

る。 

 
図表３（甲 B３６４・別紙２ スライド２枚目） 
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図表４（甲 B３６４・別紙２ 参考１‐２ スライド７枚目） 

 

⑷ なお、債権者らは、本件原発に１５ｃｍ以上の火山灰を降らせる噴火として、

姶良カルデラ噴火及び阿蘇カルデラ噴火を挙げているが、阿蘇山と本件原発と

の間の距離は約１３０ｋｍであり、横浜よりも大気中濃度は小さくなるのでは

ないかとの疑問があるかもしれない。しかし、前述のとおり、横浜での降灰層

厚は１６ｃｍとされており、債務者の最大層厚想定である１５ｃｍとほぼ同等

であるから、横浜よりも大気中濃度が小さくなるとはいえない。 

  もっとも、本件原発と阿蘇山とほぼ同等の距離にある千葉における大気中濃

度も、caseH03（stage１の夏季代表値）や caseH06（stage３の夏季代表値）

で１００～１０００ｍｇ／㎥を示しており、やはりセントヘレンズ噴火と比較

して３～３０倍程度の過小評価となっている。 
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⑸ 電中研の報告は、確かにいくつかのパラメータを仮定した数値シミュレーシ

ョンではあるが、当然ながらその数値は専門家が相応の科学的合理性に基づい

て設定したものであり、これを安易に否定することはできない。そして、債務

者が、従来１９．８時間は余裕があるとしていたフィルタ閉塞までの時間につ

いて、たとえ１０倍になったとしても約２時間の余裕がある、と単純に１０分

の１で評価していたことに照らせば、従来の３ｍｇ／㎥と比較して１０００ｍ

ｇ／㎥は約３００倍以上となるのであるから、フィルタ閉塞までの時間も３０

０で除して、わずか４分弱の時間しかないこととなる。要するに、降灰が始ま

れば、間もなく非常用ディーゼル発電機はフィルタ目詰まりを起こして機能喪

失するのである。ほとんど稼働しないのと同じといってよい。これで、果たし

て本件原発が安全だといえるのであろうか。 

  万が一、債務者が、このような報告にもかかわらず、この報告における指摘

を採用しない、あるいはそれでも本件原発は安全だというのであれば、十分に

保守的かつ合理的な説明がなされなければならない。それができない限り、本

件原発の安全性が確保されているとは評価できず、債権者らの人格権侵害の危

険が存在すると言わざるを得ない。直ちに仮処分が認められるべきである。 

 

４ 産総研報告（甲 B３６７）の内容と意義 

⑴ 産総研の地質調査総合センター研究報告（甲 B３６７）は、活断層・火山研

究部門の山本孝広氏、古川竜太氏及び進和テック株式会社の奥山一博氏による

研究結果である。 

  この報告は、吸気フィルタの火山灰目詰試験を行ったもので、試験条件とし

ては、プレフィルタと中性能フィルタの２つについて、いずれか一方を用いた

場合と双方を用いた場合の３つの場合で、目詰まりに要する時間を調査したも

のである。火山灰としては、３．０φ（≒０．１２５ｍｍ）以上の粒径をカッ
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トしたものを用いているとのことである（甲 B３６７・４頁）。 

 
図表５（火山砕屑物の分類） 

  この３．０φ以上の粒径をカットしたという点については、一般に、火山灰

というときは、粒径が２ｍｍ以下のものをいうため（図表５）、そのような条件

設定については、実現象とはかい離があるということは指摘しておく。 

⑵ この実験で用いられた火山灰濃度は、７０ｍｇ／㎥、７００ｍｇ／㎥及び７

０００ｍｇ／㎥とのことであり、３．０φの火山灰の場合、その終端速度 1が

約０．２（甲B３６７・５頁）であることから、「火山灰濃度７００ｍｇ／㎥は

毎時数ｍｍの降灰、火山灰濃度７０００ｍｇ／㎥は毎時数ｃｍの降灰に相当す

る」とされている。例えば、１５ｃｍの降灰が６時間で降る場合には平均毎時

２．５ｃｍであり、７０００ｍｇ／㎥に近くなる（ちなみに、電中研の富士宝

永噴火のシミュレーションでは、１６ｃｍ降灰のあった横浜での濃度を１００

０ｍｇ／㎥と想定しており、オーダーとしては近いことが分かる）。２４時間で

降るとしても平均毎時６．２５ｍｍであり、７００ｍｇ／㎥に近い値となるこ

とが想像される。 

  実験でこのようなオーダーの数値が用いられていることからも、従来の３ｍ

                                            
1 物体が重力または遠心力などの体積力と、速度に依存する抗力を受けるときに、それらの力

が釣り合って変化しなくなった時の速度をいう。要するに、降下する火山灰が空気抵抗によっ

てそれ以上速くならない状態になった時点での速度である。 
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ｇ／㎥はもとより、セントヘレンズの３３ｍｇ／㎥という数値ですら検討対象

にすら入っておらず、余りにも過小であることが分かる。その原因は、これら

のデータがいずれも１ｃｍ未満の地点におけるデータに過ぎないからであり、

実際に深刻な影響をもたらす現象は７０～７０００ｍｇ／㎥というオーダーで

発生するのである。従来の３ｍｇ／㎥という数値が、さも安全・保守的なもの

であるかのように語られていたこと自体が、いかに安全を軽視した非科学的な

ものであったかということに思いを致すべきである。裁判所は、国民の安全の

ためにも、このような電力会社の詭弁、規制委の盲目に盲従してはならない。

規制委が事業者に再評価を求めた３３ｍｇ／㎥も、依然としてあまりにも過小

評価であることに変わりはないのである。 

⑶ さて、このような条件設定のもとで、産総研の試験結果は、次のようなもの

であった。 

 
図表６（甲 B３６４・別紙２ 参考３ スライド９枚目） 
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  プレフィルタと中性能フィルタをいずれも利用し、吸気速度を５６㎥／分と

した場合に、７０ｍｇ／㎥では１７８分、７００ｍｇ／㎥では２６．３分、７

０００ｍｇ／㎥ではわずか３．５分でフィルタが機能喪失 2したというのであ

る。 

⑷ これらは、実際の吸気設備、設置状況等は考慮されず、JIS に基づいた方法

ということではあるが、このような計算結果が得られた以上、これらの結果を

踏まえてもなお原発が安全であることの確証がない限り、本件原発を稼働させ

るべきではない、というのが、伊方最高裁判決あるいは福島第一原発事故後の

法改正で示された「深刻な災害が万が一にも起こらないようにする」「二度と福

島事故のような深刻な事故を起こさないようにする」という原子力関連法規制

の趣旨であり、安全性に欠ける点のないことの立証を事業者に負わせてきた従

来の原発差止訴訟の趣旨のはずである。 

  本件原発についても、その安全性に極めて大きな疑問が呈されているのであ

り、債務者がこれを覆せない以上、直ちに仮処分が認められるべきである。 

以上 

                                            
2 資料には、「フィルタ交換圧損到達時間」という形で評価されているが、圧損＝圧力損失とは、

フィルタをある処理風量で使用したとき、空気がフィルタを通過して空気の流れが妨げられて

抵抗が生じるが、その空気圧の低下値をいう。圧力損失＝フィルタ通過前の空気圧－フィルタ

通過後の空気圧で表される。フィルタに汚染物が付着し、風通しが悪くなると、圧力損失は上

昇する。つまり、「交換圧損到達時間」とは、フィルタに火山灰が付着して風通しが悪くなり、

正常な性能が発揮できなくなって交換しなければならない状態にまで圧損が上昇するまで（す

なわち、機能喪失するまで）に要する時間、ということになる。 


